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日本の洋上風力ポテンシャルを解き放つ
海域利用のあり方と人材育成を中心に
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はじめに

• 2050年カーボンニュートラル実現に向け、洋上風力を中心に風力発電の大量導入が進む
なか、製造やメンテナンスを中心に多くの人材が必要となり、人材が不足することが懸
念されている。

• 人材の不足は、陸上風力のメンテナンスにおいても以前から指摘されており、これまで
にも取り組みがなされてきているが、解決に至っていない。

• 少子高齢化の進展による労働力人口の減少に加えて、生活様式の多様化に伴うニーズの
多様化とそれに伴うサービスの多様化などにより、洋上風力産業に限らず、様々な産業
分野において労働力不足が指摘されている。

• また、洋上風力産業は、産業としては新しい分野であり、欧州の海底油田開発のように、
国内に類似の産業基盤がないことが、人材の確保を難しくしていることも考えられる。

• 人材を確保する上では、新卒採用だけでは必ずしも十分ではなく、他産業、他業種から
の人材の移転、転換も必要である。

• このため、洋上風力にかかわる仕事があること、さらには仕事の内容や意義を広く正し
く認知・理解していただく必要があり、このような点についても取り組んでいく必要が
ある。

• このような背景のもと、本日はJWPAにおける人材育成に関する取り組みについて紹介す
る。
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洋上風力スキルガイドの発行
• 2022年6月にJWPAがウェブサイトで公開

• 日本において洋上風力人材を育成し、増やしていくためには、「産業の未熟性」、「産業移転・グリーン成長」、「日本全体の労
働力不足」の観点で、日本市場が抱える課題を克服していくことが必要。

• 洋上風力の各業務分野（調査・設計、製造、組立・設置、運用・メンテナンス、撤去）の具体的な業務内容や、必要となる人材、
各人材に対しての必要資格・スキル、関連のある産業・職種を整理しており、洋上風力における必要人材を網羅的に把握で
きる内容。

• 社会人、自治体・教育機関、高校生や大学生など、これから洋上風力産業に従事しようと考えておられる方々、人材育成に携
わられている方々などに広くご活用いただきたい。

調査・開発

組立・設置

運用・
メンテナンス

撤去

業務分野 必要人材・業務内容 必要資格・スキル 関連のある産業・職種

洋上風力のサプラ
イチェーン全体の
業務分野を整理

各業務分野の必要人
材及び各人材に求め
られる具体的な業務
内容（タスク）を整理

各人材に求められ
る資格・スキルを
整理

洋上風力と関連の
ある産業や職業に
関する情報を整理

製造

異業種からの技術者の移動・転換を推進するための産業界のコミュニケーションツールとして活用1

自治体や教育機関における、学生や社会人向け教育プログラム策定の参考情報として活用2

若い世代における洋上風力の認知度向上、進路選択時の参考情報として活用3

章 解説内容

第1章： 洋上風力の技術と未来
⚫ 洋上風力技術の概要

⚫ 洋上風力導入拡大の意義と将来性

第2章： 洋上風力発電事業の全
体像と流れ

⚫ 洋上風力発電事業の全体像

⚫ 各業務分野の概要

第3章： 洋上風力の必要人材と
業務内容

⚫ 各業務分野で必要とされる人材一覧

⚫ 各必要人材の業務内容（タスク）の概要

第4章： 洋上風力と親和性の高
い産業・職種

⚫ 洋上風力と親和性の高い産業一覧

⚫ 洋上風力と親和性の高い職種一覧

第5章： 洋上風力の必要資格・
スキル

⚫ 洋上風力に必要となる主要な資格一覧

⚫ 業務分野別の必要資格・スキル一覧

第6章： 参考情報

⚫ 洋上安全作業訓練

⚫ 洋上風力人材育成取組み事例

⚫ 風力発電分野で活動する企業紹介

⚫ 用語集

狙いと活用方法 構成と解説内容
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洋上風力必要人材数の推計 ～推計方法～
• 2050年カーボンニュートラルの達成に向け、洋上風力にどの程度の人材が必要になるかを、JWPA
会員へのアンケート結果をもとに推計。

• 2050年までの予想導入量を設定するとともに、アンケートで得られたモデルサイトの運営に必要
な人材数から単位出力当たりの必要人材を算出し、これらを掛け合わせることで人材数を推計。

• 過大推計を避けるための一部人材の重複除外や、産業の習熟化や技術の進展に伴う必要人材の削
減見通しなども考慮。

• 以下の内容については、アンケートから十分な情報が得られないため、英国などの文献情報に基
づいて補正を行った。

• 高所作業、潜水作業へのドローン、ROVの導入に伴う人材の入れ替わり

• 基礎、アンカー、係留索の製造、設置など浮体式特有の職種に該当する人材

• 風車製造に関する人員

設定した導入量

2030年 2040年 2050年

着床式 約7GW 約30GW 約40GW

浮体式 約1GW 約15GW 約60GW

合計 約8GW 約45GW 約100GW

単年導入量
約1～3GW/年

単年導入量
約2～5GW/年

単年導入量
約5～5.5GW/年

モデルファームA モデルファームB

運転開始時期 2030年前後 2031年以降

ファーム規模 500MW 1GW

風車サイズ
10MWクラス

(約50基)
15MWクラス

(約66基)

運転期間 25年 25年

形式 着床式 着床式

※着床式についてはCTV運航を想定し、浮体式については2035年頃までに

案件形成されるウィンドファームはCTV、それ以降に案件形成されたウィンド

ファームはSOV運航を想定して推計を実施した。

モデルファーム諸元
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洋上風力必要人材数の推計 ～ライフサイクルの考慮～

• 任意の時間断面における必要人材数を把握するためには、必要人材数[人/GW/年]×単年
度の入札量[GW]×必要人材数の低減率[%]の計算に加えて、案件形成スピードと洋上風
力のライフサイクル（プロジェクト企画開発→調査設計→製造→組立・設置→O&M）を
考慮する必要がある。

• ウィンドファーム開発・運用の所要年数を想定し、2030年/2040年/2050年の3断面にお
いて活動している必要人材数を合計することで、業務分野別・職種別の必要人材数をそ
れぞれ取りまとめた。
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2020年 2021年 2022年 2023年 2024年 2025年 2026年 2027年 2028年 2029年 2030年 2031年 2032年 …

2024年 入札容量[GW]

2025年 入札容量[GW]

2026年 入札容量[GW]
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2031年 入札容量[GW]
※モデルファームBを反映

プロジェクト企画・開発
○○人/GW × ●●GW

入札・許認可等

製造
◇◇人/GW × ●●GW

組立・設置
△△人/GW ×
●●GW

O&M
□□人/GW × ●●GW調査・設計

○○人/GW × ●●GW

プロジェクト企画・開発
○○人/GW × ●●GW

入札・許認可等

製造
◇◇人/GW × ●●GW

組立・設置
△△人/GW ×
●●GW

O&M
□□人/GW × ●●GW調査・設計

○○人/GW × ●●GW

プロジェクト企画・開発
○○人/GW × ●●GW

入札・許認可等

製造
◇◇人/GW × ●●GW

組立・設置
△△人/GW ×
●●GW

O&M
□□人/GW × ●●GW調査・設計

○○人/GW × ●●GW

プロジェクト企画・開発
○○人/GW × ●●GW

入札・許認可等

製造
◇◇人/GW × ●●GW

調査・設計
○○人/GW × ●●GW

2030年/2040年/2050年の3断面で取りまとめ



洋上風力必要人材数の推計 ～留意事項～

• 本推計結果の活用にあたっては、以下の前提や推計上の制約に留意した取扱いが必要である。

• 2050年の導入シナリオを実現するために必要となる国内外の必要人材数であり、事業活動の場所を国内に限定した
ものではないこと。

• JWPAで作成した洋上風力スキルガイドに整理された人材種類を対象に、アンケート調査結果に基づくボトムアップ
式（個々の要素の積み上げ）の推計手法を取っていることから、間接部門等を含む実働する全ての関連人材をカ
バーしていないこと。従って、本数値を実際の雇用者数として扱うことは適切ではないこと。

• 着床式洋上風力のモデルファームを想定したアンケート調査結果に基づく分析であり、浮体式洋上風力については、
一部既存文献値を用いた補正を行うに留まることから、着床式と浮体式の違いを精緻に反映した数値ではないこと。

• 現在の産業界の知見を活用した推計結果であること、また現行制度(法定定期検査等)を前提とした推計結果であるこ
とや、将来の情報処理技術等の進展による新たな職種の人材ニーズを精緻には考慮できていないことから、今後の
洋上風力市場や産業の習熟化、制度変更、技術進展等により、アンケート回答結果と実際の数字との乖離が発生す
る可能性があること。

• 中長期的な導入量シナリオに基づく推計であり、今後の市場形成スピードや実際の導入量により、推計結果と実際
の数字との乖離が発生する可能性があること。

• 本推計結果は、洋上風力スキルガイドに基づき、詳細な人材種類別に必要人材数を推計した、日
本で初めての試みである。本推計結果をベースとしつつ、継続的なデータ収集と上記課題を踏ま
えた分析方法の改善により、推計値を精査・更新していくことが重要である。
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洋上風力必要人材数の推計 ～推計結果（業務分野別）～

• 洋上風力のライフサイクルを踏まえた必要人材数を把握するために、業務分野別での集計を行っ
た。2030年は累積導入量が小さいため、主に製造、組立・設置分野の従事者の比率が大きい。
2040年、2050年は累積導入量の増加に伴い、O&M分野での従事者が増加する。
• 本必要人材数は導入シナリオ実現に必要となる国内外の必要人材数であり、事業活動の場所を国内に限
定したものではない点に注意

• 企画開発・金融・保険分野及び調査・設計分野においては、ウィンドファームの大型化（モデル
ファームの切り替え）による設備容量あたり必要人材数原単位の減少効果が、単年導入量の増加
による必要人材数増加効果を上回るため、2030年以降、全体数が減少する結果となった。
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0 人

10,000 人

20,000 人

30,000 人

40,000 人

50,000 人

2030 2040 2050

必
要

人
材

数
[人

]

企画開発・金融・保険分野 調査・設計分野
製造分野 組立・設置分野
O&M分野

2030 2040 2050

業
務
分
野
別
推
計
結
果

企画開発・金融・
保険分野

900 人 700 人 700 人

調査・設計分野 600 人 500 人 500 人

製造分野 7,500 人 18,900 人 19,800 人

組立・設置・
撤去分野

4,400 人 7,300 人 8,500 人

O&M分野 2,300 人 10,700 人 19,000 人

合計 15,700 人 38,200 人 48,500 人

※本必要人材数は導入シナリオ実現に必要となる国内外の必要人材数であり、事業活動の
場所を国内に限定したものではない点に注意
※今後の洋上風力市場や産業の習熟化、制度変更、技術進展等による新たな職種の増加等
により、推計結果と実際の必要人材数との乖離が発生する可能性がある点に注意
※その他必要人材数推計結果の前提・留意点を参照のこと
※四捨五入の関係で各項目の和と合計値が一致しない場合がある



洋上風力必要人材数の推計 ～推計結果（職種大分類別）～

• どのようなスキルを有する人材が、将来
時点でどの程度必要となるかを把握するこ
とを目的に、職種（大分類・小分類）別に
必要人材数を区分し、推計結果を整理した。

• 大分類は英国文献、小分類は洋上風力ス
キルガイドの分類に基づいた。
• 本必要人材数は導入シナリオ実現に必要とな
る国内外の必要人材数であり、事業活動の場
所を国内に限定したものではない点に注意

• 洋上風力の導入拡大に伴い、技術職・技
能職いずれも必要人材数が大きく増加する。
特に製造や現地での組立・設置工事やO&M
業務を担う技能職の増加幅が大きく、人材
ニーズの高まりを考慮した担い手確保・育
成策の検討が必要になる。

0 人

10,000 人

20,000 人

30,000 人

40,000 人

50,000 人

2030 2040 2050

必
要

人
材

数
[人

]

マネジメント職 技術者
HSEQ コーポレートサービス
販売・調達 土木・建設職
O&M職 電気系職
機械系職 海技系職
潜水系職 航空系職

※本必要人材数は導入シナリオ実現に必要となる国内外の必要人材数であり、事業活動
の場所を国内に限定したものではない点に注意
※今後の洋上風力市場や産業の習熟化、制度変更、技術進展等による新たな職種の増加
等により、推計結果と実際の必要人材数との乖離が発生する可能性がある点に注意
※その他必要人材数推計結果の前提・留意点を参照のこと

技術職：
17,000人

技能職：
31,500人
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洋上風力必要人材数の推計 ～推計結果（職種小分類別）～

• 職種（小分類）別の推計結果を踏ま
えると、洋上安全作業訓練、メンテ
ナンス作業訓練を必要とされる人材
数は、2050年時点で以下の水準に達
すると推定される。

2050年時点

洋上安全作業訓練：約17,000人

メンテナンス作業訓練：約7,800人
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0 人

5,000 人

10,000 人

15,000 人

20,000 人
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30,000 人

35,000 人

40,000 人

45,000 人

50,000 人

2030 2040 2050
必

要
人

材
数

[人
]

※本必要人材数は導入シナリオ実現に必要となる国内外の必要人材数であり、事
業活動の場所を国内に限定したものではない点に注意
※今後の洋上風力市場や産業の習熟化、制度変更、技術進展等による新たな職
種の増加等により、推計結果と実際の必要人材数との乖離が発生する可能性が
ある点に注意
※その他必要人材数推計結果の前提・留意点を参照のこと

洋上安全作業訓
練対象職種
17,000人

メンテナンス作業
訓練対象職種

7,800人
※現行制度(法定定期検
査等)を前提とした推計結
果であることに留意



洋上風力必要人材数の推計 ～作業訓練施設の立地～
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• 現在、計画・整備中を含む、洋上風力安全作業訓練施設及びメンテナンス作業訓練施設は、東北
地方・関東地方・九州地方に集中しており、中部地方・北陸地方・関西地方・四国地方への整備
は進んでいない。

• 訓練施設の配置については、ヒアリングやアンケート調査において、立地の偏りの解消や、エリ
ア別の訓練施設整備の必要性が指摘されている。今後は中国地方や九州地方に大きなポテンシャ
ルを有する浮体式洋上風力の拡大も踏まえ、現在整備が進んでいない上記エリアへの訓練施設整
備を進めていくことが有効である。

• また、洋上風力の立地地点・基地港湾近傍(主に地域事業者向け)に加えて、交通や宿泊の利便性
等の観点から、大都市圏近郊にもバランスよく配置することが効果的である。

洋上安全作業訓練施設

メンテナンス作業訓練施設(社外向けサービス含む)

メンテナンス作業訓練施設(社内教育用)

ウィンド・パワー・グループ※

Giraffe work※

イオスエンジニアリング&サービス日立パワーソリューションズ

日立パワーソリューションズ

北拓

北拓

北拓

ニッスイマリン工業※

東北電力RENES

日本郵船※

FOMアカデミー

※はGWO BST Sea Survivalを含む施設

出所)各社資料に基づき三菱総研作成

特殊高所技術

ユーラステクニカルサービス



洋上風力必要人材数の推計 ～必要作業訓練施設数～

• 洋上安全作業訓練施設、メンテナンス作業訓練施設を対象に、今後必要となる施設数の目安を推計した。

• 2050年までに、洋上安全作業訓練施設は15～30施設、メンテナンス作業訓練施設は15施設程度のトレーニン
グ需要が発生する可能性が示唆された。今後さらに施設整備への支援策等の施策強化を図る必要がある。
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定員数[人/年/施設] ～2030 2031～

洋上安全作業訓練 約500人 約500～1,000人

メンテナンス作業訓練 約100人 約200人

現状(※整備中含む) 2030年 2040年 2050年

洋上安全作業訓練施設 8施設
(GWO BST Sea Survival は4施設)

8施設程度 10～20施設程度 15～30施設程度

メンテナンス作業訓練施設 3施設 5施設程度 10施設程度 15施設程度

÷

毎年のトレーニング需要[人/年] 1施設あたりの定員数の想定 [人/年/施設]

必要施設数の目安

※1 定員数に関するGWOのトレーニング規定や、
国内事例調査結果より想定される、標準的な定員数
[人/年/施設]に基づき設定

※2 2030年まではトレーナーの人員確保など施
設側の受け入れ体制の拡充が必要となることを踏
まえ、2031年以降に定員数が増加すると想定

※ 年間トレーニング需要、1施設あたり定員数、及びトレーニング施設の稼働率(70%)を考慮して下記式により概算し、概ねの目安として提示。

洋上安全作業訓練施設数＝年間トレーニング需要[人/年]÷定員数[人/施設]÷70%

メンテナンス作業訓練施設数＝年間トレーニング需要[人/年]÷定員数[人/施設]÷70%

トレーニング需要[人/年] 2030 2040 2050

洋上安全作業訓練 約2,900 約7,900 約11,400

メンテナンス作業訓練 約300 約1,400 約2,400

※ 洋上安全作業訓練は2年更新、メンテナンス作業訓練は約5年毎に再訓練需要が発生すると想定し、
欠員や他業務への対応等を考慮した作業員の余裕率(1.3)を設定して下記式により概算。

洋上安全作業訓練需要＝新規訓練者数[人/年]※1×1.3＋前年までの総訓練者数[人]※2／2年

メンテナンス作業訓練需要＝新規訓練者数[人/年]※1×1.3＋前年までの総訓練者数[人]※2／5年

※1 新規訓練者数：～2030年、2031～2040年、2041～2050年の期間における平均必要訓練者数[人/年]
※2 前年までの総訓練者数：Σ前年までの新規訓練者数[人/年]×1.3

必要人材数推計結果

必要人材数 2030 2040 2050

洋上安全作業訓練対象職種 約3,900 約11,400 約17,000

メンテナンス作業訓練対象職種 約800 約4,100 約7,800

出所 )各種文献・ヒアリング調査に基づく三菱総研分析



人材育成に係る必要施策・ロードマップ
• 2023年５月に発表した「JWPA Wind Vision 2023」にて提案。

• 関連分野や洋上風力分野の取組み、アンケート調査やヒアリング調査を行った結果、洋上風力分野の人
材拡充に向けた必要施策の方向性は、下図のとおり整理される。

• 特に全施策の入口・指針として、人材育成の包括的ビジョン形成を行うことが重要であり、それに基づ
き、即戦力人材と将来人材・教育人材それぞれのニーズに対応した施策を、総合的に実施していく必要
がある。
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https://jwpa.jp/cms/wp-content/uploads/JWPA-Wind-Vision-2023_20230529_Full.pdf


人材育成に係る必要施策・ロードマップ
• 2040年、2050年に向けては、今の将来世代（小・中学生、高校生・大学生）が市場の担い
手となり、中長期的に数千人/年規模の将来人材を継続的に確保するための施策を、足元か
ら講じる必要がある。

• 将来人材の基盤を拡充するためには、志向性やビジョンが形成される小・中学生の頃から、
洋上風力に興味・関心を持つ機会を創出することが有効であり、その母数は出来る限り増
やすことが効果的である。産官学が連携し、将来世代に対する人材育成施策に早急に取り
組む必要がある。
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人材育成に係る必要施策・ロードマップ

• 前出の必要施策について、目標タイムラインとしては以下の案が考えられる。

• 未着手かつ早期に検討を開始すべき施策について、産学官が連携して取り組むとともに、中長期
の視野を持って必要施策実現に向けた計画的な取組みや、継続的な政策的支援を講じていくこと
が重要。
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まとめ

•洋上風力産業における人材の確保・育成は喫緊の課題

•これまでにも産学官それぞれの立場で対策が検討・実施されている

• JWPAでは「洋上風力スキルガイド」の発行、必要人材数の推計、将
来に向けた施策とロードマップの提案などを実施してきた

•人材育成に関する取り組みの全体像、包括的なビジョンを形成する
とともに、即戦力人材、将来人材の育成とそれに携わる教育人材の
育成、併せてカリキュラムの検討、必要に応じて設備の導入のため
の政策・施策が求められ、それらの政策・施策を産学官が連携して
遅滞なく進めていく必要がある。

ご参考
洋上風力スキルガイド： https://jwpa.jp/information/6520/
JWPA Wind Vision 2023： https://jwpa.jp/information/7513/

COPYRIGHT 2023 JAPAN WIND POWER ASSOCIATION. ALL RIGHTS RESERVED.
16


	スライド 1: 基調報告 人材育成に関するJWPAの取り組み
	スライド 2: 目次
	スライド 3: はじめに
	スライド 4: 洋上風力スキルガイドの発行
	スライド 5: 洋上風力必要人材数の推計　～推計方法～
	スライド 6: 洋上風力必要人材数の推計　～ライフサイクルの考慮～
	スライド 7: 洋上風力必要人材数の推計　～留意事項～
	スライド 8: 洋上風力必要人材数の推計　～推計結果（業務分野別）～
	スライド 9: 洋上風力必要人材数の推計　～推計結果（職種大分類別）～
	スライド 10: 洋上風力必要人材数の推計　～推計結果（職種小分類別）～
	スライド 11: 洋上風力必要人材数の推計　～作業訓練施設の立地～
	スライド 12: 洋上風力必要人材数の推計　～必要作業訓練施設数～
	スライド 13: 人材育成に係る必要施策・ロードマップ
	スライド 14: 人材育成に係る必要施策・ロードマップ
	スライド 15: 人材育成に係る必要施策・ロードマップ
	スライド 16: まとめ

